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1. はじめに
わが国の人口高齢化はますます進展し，高齢化率は世界最高水準に達し
ている。その結果，社会保障給付費は増加を続けており，社会保障財政は
逼迫の一途を辿っている。とりわけ，社会保障財政の大宗を占める年金財
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政（特に，老齢年金）は，受給者数の増加と制度の支え手たる現役世代の被
保険者数の減少により，長期的には財政収支の悪化が避けられないことが
明らかになった。
公的年金制度の持続可能性を考えることは，給付と負担の釣り合いに配
慮することである。実際，わが国では昭和５５(1980) 年以降，給付と負担
の釣り合いを是正するための年金制度改革が繰り返し行われてきており，
現行の公的年金制度は平成１６(2004) 年の大幅な制度改革によるものであ
る。
本稿の目的は，現行制度の内容を理解し，今後の改革の出発点を明らか
にすることである。特に，この制度改革の時に与党であった自民党と公明
党は，この法律改正をもって「１００年安心」出来る年金制度が構築された
と国民に訴え，その見解を今日まで崩していない。民主党はこれに対して，
現行年金制度は既に崩壊していると言う認識の下に，抜本改革を進めよう
としてきた１）。しかし，このように現状認識が異なっていると，改革の議
論は進化しないので，現行制度について共通の理解を持つことは重要であ
る。
2. 平成１６(2004) 年以前の制度
わが国の公的年金制度は，平成１６(2004) 年改革によって大幅な制度変
更が加えられた。最初に，この改革が行われるに至った歴史的背景と制度
改革の内容を紹介する。
１） 尤も，民主党も政権交代後は「１００年安心」を追認している模様である。第
２回社会保障改革に関する集中検討会議（平成２３(2011) 年２月１９日）にお
いて，中村内閣官房社会保障改革担当室長は，「年金については，平成１６
(2004) 年の改正により，年金を支える被保険者の減少や給付増につながる
平均余命の伸びを年金額の改定の際に反映させる『マクロ経済スライド調
整』が導入されている。これにより，年金給付額の伸びは国民所得の伸びと
ほぼ同程度の１．４倍となっている。」と発言しているが，これは自公政権時
の公式見解の繰り返しに過ぎない。
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わが国における民間の一般労働者を対象とした公的年金制度の歴史は，
太平洋戦争中の昭和１７(1942) 年に創設された労働者年金保険制度（老齢年
金，障害年金，遺族年金）に始まる２）。労働者年金保険制度は，発足当初は
工場や鉱山で働く男子労働者を対象にした積立方式の制度であったが，昭
和１９(1944) 年には女子へ適用が拡大され，厚生年金保険と改称された。
ただし，平均寿命が５０年未満の時代に，老齢年金は５５歳より支給開始
（被保険者期間は２０年以上）と定められており，社会保障制度の一環と言う
よりは，戦費調達を目的とした制度であった。
太平洋戦争後の急速なインフレにより給付の実質価値が大幅に低下して
しまい，その存在意義が失われたために，厚生年金法は昭和２９(1954) 年
に全面改正されて，戦後の要請に沿うような被用者年金として再建された。
また，「将来にわたって財政の均衡を保つことが出来る」保険料率かどう
かを確認するために財政再計算を少なくとも５年毎に行うことが義務付け
られた。その後，厚生年金から国家公務員共済組合（昭和３３(1958) 年），
地方公務員共済組合（昭和３７(1962) 年）が分離する形で成立し，被用者を
対象とする公的年金制度が確立された。
一方，自営業者，無職の者を対象にした制度として，昭和３６(1961) 年
に国民年金制度が創設され，国民皆年金が実現された。その後，わが国は
高度経済成長や石油危機等を経験し，厚生年金制度や国民年金制度はそう
した状況に対応すべく逐次給付改善を行い，物価スライドや賃金再評価の
導入等の改正を経て発展してきた。この結果，公的年金制度の運営も，積
立方式から賦課方式に移行した。
昭和５０年代までは，自営業者を中心とした国民年金と被用者の年金制
度である厚生年金と共済年金制度は全く別制度として分立していたが，社
２） 海軍退隠令（明治８(1875) 年），陸軍恩給令（明治９(1876) 年）まで遡る軍
人恩給や，文官恩給令（明治１６(1883) 年）に始まる公務員を対象とした恩
給制度は，それ以前からあった。
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表２－１：公的年金制度の歴史
〈１〉戦前
１８７５（明治８） 陸軍武官傷痍扶助及ヒ死亡ノ者祭粢並ニ其家族扶助概則
海軍退隠令
１８７６（明治９） 陸軍恩給令
１８８２（明治１５） 警察官対象の恩給
１８８３（明治１６） 文官恩給令
１８９０（明治２３） 教員対象の恩給
（１９０５（明治３８） 日本初の企業年金，鐘淵紡績）
１９２３（大正１２） 恩給法（恩給制度の統一）
（１９３９（昭和１４） 船員保険の年金保険）
１９４２（昭和１７） 労働者年金保険（対象：男子の民間労働者）
老齢年金は被保険者期間２０年以上の者に５５歳から支給
保険料６．４％（坑内員８％），国庫負担は給付費の１０％（坑内員２０％）
→狙い＝戦費調達（平均寿命５０歳未満）
１９４４（昭和１９） 厚生年金保険（適用事業所の範囲拡大，女子への適用拡大）
給付水準の改善，保険料１１％（坑内員１５％）
〈２〉終戦から１９８４（昭和５９）年まで
年金制度の狙い＝長期の所得維持政策
←社会保障制度審議会「国民を疾病と貧困の脅威から守る」（１９５０（昭和２５）年）
１９４８（昭和２３） インフレ対応
障害年金の給付増額
保険料の暫定引き下げ（被保険者と事業主の負担能力を考慮）
３％（坑内員３．５％）←平準保険料率（男９．４％，女５．５％，坑内員１２．３％）
１９５３（昭和２８） 適用範囲拡大（建築，医療，通信）
１９５４（昭和２９） 厚生年金再建（積立方式）
保険料率＝男４．０％，女４．０％，坑内員４．８％（１９５９年度）
支給開始年齢＝男子６０歳，女子５５歳
給付体系＝定額部分＋報酬比例
国庫負担を給付費の１５％に引き上げ（坑内員２０％で据え置き）
老齢年金の年金額＝２４，０００円＋平均標準報酬月額×
５
１０００
×加入月数
１９６１（昭和３６） 国民年金創設＝国民皆年金（国民皆保険は１９５８年）
国庫負担＝保険料の２分の１（給付費の３分の１（給付時負担）に相当））
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝２０年未満加入年数×９００円＋２０年超加入年数×１，２００円
厚生年金の年金額＝２４，０００円＋平均標準報酬月額×
６
１０００
×加入月数
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１９６５（昭和４０）「１万円年金」の実現＝定額部分を加入月数比例に
厚生年金の国庫負担＝給付費の２０％（坑内員２５％）に引き上げ
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝加入年数×２，４００円
厚生年金の年金額＝２５０円×加入月数＋平均標準報酬月額×
１０
１０００
×加入月数
１９６９（昭和４４）「２万円年金」の実現
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝加入年数×３，４８０円
厚生年金の年金額＝４００円×加入月数＋平均標準報酬月額×
１０
１０００
×加入月数
１９７３（昭和４８）「福祉元年」（同年１１月１日実施）→「５万円年金」の実現
物価スライド制，標準報酬の再評価制によって給付率６割を実現
積立方式から（積立金を持つ）修正賦課方式へ
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝加入年数×９，６００円
厚生年金の年金額＝１，０００円×加入月数
＋平均標準報酬月額（再評価後）×
１０
１０００
×加入月数
１９７６（昭和５１） 国民年金の国庫負担，拠出時→給付時，給付費の３分の１
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝加入年数×１５，６００円
厚生年金の年金額＝１，６５０円×加入月数
＋平均標準報酬月額（再評価後）×
１０
１０００
×加入月数
１９８０（昭和５５） 保険料引き上げ
老齢年金の基本設計
国民年金の年金額＝加入年数×２０，１６０円
厚生年金の年金額＝２，０５０円×加入月数
＋平均標準報酬月額（再評価後）×
１０
１０００
×加入月数
〈３〉１９８５（昭和６０）年から２００４年まで
１９８５（昭和６０） 基礎年金制度（１９８６年４月１日実施）
基礎年金（１階部分）＝産業構造の変化等の影響を受けずに安定的に運営
→費用は２０－５９歳の全国民の頭割りで算出，
国庫負担も基礎年金部分に集中（基礎年金供出金の３分の１）
資格期間が２５年以上ある者に６０歳より支給
老齢年金の基本設計
基礎年金の年金額＝６００，０００円×
加入年数
４０
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厚生年金の年金額＝基礎年金
＋平均標準報酬月額（再評価後）×
７．５
１０００
×加入月数
１９８９（平成元） 完全自動物価スライド制，２０歳以上の学生の国民年金への強制加入
老齢年金の基本設計
基礎年金の年金額＝６６６，０００円×
加入年数
４０
厚生年金の年金額＝基礎年金
＋平均標準報酬月額（再評価後）×
７．５
１０００
×加入月数
１９９４（平成６） 支給開始年齢の引き上げ（厚生年金定額部分を６０歳から６５歳へ）
男子は２００１年度から２０１３年度にかけて，女子はその５年遅れで引き上げ
老齢年金の基本設計
基礎年金の年金額＝７８６，０００円×
加入年数
４０
厚生年金の年金額＝基礎年金
＋平均標準報酬（再評価後）×
７．５
１０００
×加入月数
１９９７（平成９） 旧三公社 (JR, NTT, JT) の共済年金，厚生年金へ統合
２０００（平成１２） 総報酬制（月給と賞与に同一の保険料率を適用）
老齢年金の基本設計
基礎年金の年金額＝８０４，２００円×
加入年数
４０
厚生年金の年金額＝基礎年金
＋平均総報酬（再評価後）×
５．４８１
１０００
×加入月数
２００２（平成１４） 農林共済，厚生年金へ統合
〈４〉２００４（平成１６）年以降
２００４（平成１６） 小泉改革
保険料水準固定方式（上限を固定した上での保険料の引き上げ）
（２０１７年度までに，厚生年金１３．５８％→１８．３％，国民年金１３，３００円→１６，９００円）
マクロ経済スライド（負担の範囲内で給付水準を自動調整する仕組み）の導入
→財政検証（５年毎），所得代替率が５０％を下回らないようにする
→所得代替率：２００９年６２．３％→２０１４年６０．１％→２０２５年５５．２％→２０３８年５０．１％
所得代替率＝
（厚生年金の標準的な年金額（６５歳時点））
（現役世代（男子）の平均的手取り収入（ボーナス込み））
有限均衡方式（概ね１００年間で財政均衡を図る）
→年金積立金（百数十兆円）の活用
基礎年金国庫負担割合の引き上げ（給付費の２分の１）
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会が第１次産業を中心とした産業構造から第２，３次産業を中心とした構
造へ変化してきたことにより，公的年金制度の財政基盤が不安定になると
言う問題が生じてきた。そこで，年金制度がこのような産業構造・就業構
造の変化に対応出来るようにするため，昭和６０(1985) 年改正において基
礎年金制度が導入され，全国民共通である定額の基礎年金（１階部分）と，
被用者については基礎年金に上乗せして報酬比例（２階部分）を組み合わ
せる体系へ再編された。
基礎年金は，
（１） 自営業者を中心とした従来の国民年金の加入者である第１号被保険
者（約２，１２３万人），
（２） 被用者年金（厚生年金および共済年金）の加入者である第２号被保険
者（約３，８３６万人＝厚生年金３，３７９万人＋共済年金４５７万人，共済年金の内訳
は国家公務員共済１０８万人，地方公務員共済３０４万人，私学共済４６万人），
（３） それまで国民年金に任意加入であった被用者年金の被扶養配偶者で
ある第３号被保険者（約１，０７９万人）
の３種類の加入者から構成される。基礎年金を産業構造の変化の影響を受
けない制度とするために，その給付費用は２０歳から５９歳までの全国民の
頭割りで算出され，各制度が負担する拠出金（基礎年金拠出金）で賄われて
いる。基礎年金を全国民共通のものとする考え方に基づき，第３号被保険
者（被用者年金の被扶養配偶者）は，自らは保険料を負担しないが，配偶者
の加入する被用者年金制度が拠出金を負担して基礎年金の給付を受ける仕
組みになっている。また，国庫負担は原則として基礎年金部分に集中する
こととされ，各制度が負担する基礎年金拠出金に対してその３分の１の国
庫負担がなされることになった。
人口高齢化は，（１）長寿化と（２）少子化の２つの要因で起こる。この
うち，寿命の伸びに伴う高齢化の進行は従来から認識されていたが，平成
に入ってからは，これに加えて少子化が顕著な問題となってきた。特に，
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平成元 (1989) 年の合計特殊出生率３）１．５７は，例外的に低いと考えられた
昭和４１(1966) 年（丙午の年４））の合計特殊出生率１．５８を下回って「１．５７
ショック」と言われ，少子化の進行の深刻さが広く認識される契機となっ
た。更に，平成４(1992) 年の将来推計人口では，中位推計における将来の
合計特殊出生率が人口置換水準２．０７を下回る１．８０となった上に，平均寿
命も伸び続けており，本格的に人生８０年時代を迎えようとするなかで，
年金制度を将来にわたって安定的に運営していくために給付と負担の釣り
合いをとる措置が取られるようになった。
具体的には，平成６(1994) 年改正で，
（１） 厚生年金（定額部分）の支給開始年齢を，男子については平成１３(2001)
年度から平成２５(2013) 年度にかけて，女子についてはその５年遅れ
で，６５歳に引き上げること，
（２） 新たに賞与から特別保険料１％を徴収すること（総報酬制），
が決められた。しかし，それを上回る速度で少子高齢化が進んだために，
平成１２(2000) 年には給付と負担の釣り合いを確保しつつ，将来世代の負
担を過重なものとしないように改正が行われ，基礎年金への国庫負担割合
の２分の１へ引き上げるとともに，厚生年金（報酬比例部分）の支給開始
年齢を男子については平成２５(2013) 年度から平成３７(2025) 年度にかけて，
女子についてはその５年遅れで，６５歳に引き上げる改正が行われた。
３）１５歳から４９歳までの女性の年齢別出生率（特殊出生率）の合計。その年の
年齢別出生率が将来も変わらないと仮定すると，１人の女性が一生の間に産
む子どもの数を示すものと見なせる。本稿で用いる合計特殊出生率は，日本
人女性コーホートに関する出生仮定に対応した年次別合計特殊出生率であり，
人口動態統計と同定義である。すなわち，日本人女性の出生のほか，外国籍
女性が生んだ日本国籍児（日本人を父とする）を含めて算出される。
４） 丙午の年に生まれた女性は「気性が激しく，夫を尻に敷き，夫の命を縮める」
と言う古い迷信があった。このため，この年生まれの女性は縁遠くなること
が多かったので，子供の幸せを願う親心から昭和４１(1966) 年の出生数が落
ち込んだ。
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3. 平成１６(2004) 年制度改革
以上のように給付削減と負担増加を繰り返し行ってきたが，少子高齢化
の進展速度の方が早く年金財政は悪化し続けてきた。そこで，「社会経済
と調和した持続可能な公的年金制度を構築し，公的年金制度に対する信頼
を確保する」目的のために財政の持続可能性を確保する観点から，保険料
水準を固定した上で少子化等の社会経済情勢の変動に応じて給付水準を自
動的に調整する仕組み等が導入された。それが，平成１６(2004) 年改革で
ある。本節では，平成１６(2004) 年改正で導入された主な仕組みを紹介す
る。
3.1 保険料水準固定方式
この改正では，与えられた給付水準を維持するために必要な財源を調達
するように保険料を改定すると言う従来の考え方（確定給付）を捨て，現
役世代（公的年金保険の加入者達）が負担出来る最終的な保険料（率）の水
準を法律で定め，その範囲内で給付を行う制度に改められた。これは，少
子高齢化が急速に進展するとき，それに対応して負担の上昇は避けられな
いが，負担が際限なく上昇してしまうのではないかと言う現役世代の不安
を払拭するために，将来にわたる保険料水準を法律に明記して固定するこ
とを目的とするものである。
具体的には，厚生年金保険料率は改正前の１３．５８％（労使折半）から平
成１６(2004) 年０月以降毎年０．３５４ポイントずつ引き上げて，平成２９
(2017) 年以降１８．３％（同）で固定すること，また国民年金保険料は改正前
の１３，３００円から平成１７(2005) 年度以降毎年２８０円（平成１６ (2004) 年度価
格）ずつ引き上げて，平成２９(2017) 年度以降１６，９００円（同）で固定する
ことが法律で定められた。
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図３―１：保険料水準固定方式
※厚生年金の保険料負担は、平均的な被用者（月収３６．０万円（ボーナスは年
２回合計で月収３．６ヶ月分））の場合、毎年、保険料率の引上げにより，月
６５０円程度（ボーナス１回につき１，１５０円程度）保険料負担（被保険者分）
が増加する。
厚生年金の保険料率
国民年金の保険料
（％）
２０．０％
１８．０％
１６．０％
１４．０％
１２．０％
平成２９（２０１７）年度 １８．３％
（本人９．１５％）
毎年０．３５４％引上げ
（本人０．１７７％）
１３．５８％
（本人６．７９％）
 
平成１２年度
（２０００）
平成１７年度
（２００５）
平成２２年度
（２０１０）
平成２７年度
（２０１５）
平成３２年度
（２０２０）
平成３７年度
（２０２５）
（注）保険料率は，年収（総報酬）に対する率である。
（％）
１８．０００
１７．０００
１６．０００
１５．０００
１４．０００
１３．０００
１２．０００
平成２９（２０１７）年度 １６，９００円
毎年 ２８０円引上げ
１３．３００円
 
平成１２年度
（２０００）
平成１７年度
（２００５）
平成２２年度
（２０１０）
平成２７年度
（２０１５）
平成３２年度
（２０２０）
平成３７年度
（２０２５）
（注）保険料は、平成１６(2004) 年度価格（平成１５年度までは名目顕）である。
平成１７(2005) 年以降の実際の保険料は，上記で定まった額に平成１６年度以降の物
価・賃金の伸びを乗じた額。
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3.2 マクロ経済スライド調整
保険料（率）と国庫負担の水準が固定されると，年金給付に充てること
が出来る財源は固定される。そこで，給付される年金がその財源の範囲に
収まるように，給付水準を調整する必要がある。保険料（率）と国庫負担
の水準を固定しても，社会・経済情勢が変化すれば，保険料収入は変動す
るから，社会・経済情勢の今後の変化に応じて，給付水準を調整すること
が求められる。
平成１６(2004) 年改正では，
（１） 年金のスライド率を調整することによって給付水準を調整する，
（２） 少なくとも５年に一度財政検証を行い，年金財政の将来見通しを作
成・検証して，給付水準調整の終了時期を決定する，
仕組みが導入された。これにより給付水準は自動的に調整されることから，
公的年金制度は頻繁に制度改正を繰り返す必要のない社会・経済変動に強
い持続的な制度となったと説明され，公的年金制度は「１００年安心」と謳
われた。
3.3 給付水準の下限
給付水準の自動調整の仕組みを取り入れたことにより，現役の勤労世代
（加入者）の負担上昇には一定の歯止めがかけられた格好になり，公的年金
制度の持続可能性が確保されることになった。しかし，公的年金の役割を
考えると，給付水準が際限なく下がっていくことは問題である。そこで，
平成１６(2004) 年改正では，厚生年金の標準的な年金額の所得代替率の下
限を５０％に定めることにより，一定の給付水準を確保することにした。
ここで，「所得代替率」とは，年金を受け取り始める時点（６５歳）にお
ける，厚生年金の標準的な年金額の現役世代（男子）の平均手取り収入額
（ボーナス込み）に対する比率と定義され，
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(3.1) 所得代替率＝ 厚生年金の標準的な年金額（６５歳時点）
現役世代（男子）の平均手取り収入額（ボーナス込み）
により与えられる。なお，「厚生年金の標準的な年金額」とは，夫が平均
賃金で４０年間働いたサラリーマン，妻が４０年間専業主婦である世帯の年
金額を指す。つまり，所得代替率は，厚生年金の平均的年金額が，現役世
代の手取り収入と比較してどの程度かを示す給付水準の指標であり，(3.1)
右辺の分子の厚生年金の標準的な年金額は賃金上昇率とスライド調整率の
差により，また分母の現役世代（男子）の平均手取り収入額（ボーナス込み）
は賃金上昇率により変動する。
平成２１(2009) 年度時点における所得代替率は６２．３％であったが，マク
ロ経済スライドによる自動調整により，この水準は今後低下していき，
５０％となったところで調整を終了することになっている。「１００年安心」
と謳われた現行制度には，このように，１２ポイント強の所得代替率の削
減が織り込まれている。高齢者世帯の平均年収は３０７．９万円（厚生労働省
「国民生活基礎調査」，平成２２(2010) 年）であるから，高齢者は毎年約３７万
円の新たな収入源を確保しなければ，同じ生活水準を維持することは出来
ない。それだけ，私的年金の必要性が高まっていると言えよう。
万一，より一層少子化が進行する等，社会・経済状況が想定以上に悪化
する場合には，年金財政の均衡を保つように給付水準調整を行い続けると，
所得代替率が５０％を下回る見込みとなることも起こり得る。しかし，平
成１６(2004) 年制度改革では，給付水準の下限として所得代替率５０％を約
束しているため，次の財政検証が行われる５年後までの間に所得代替率が
５０％を下回ることが見込まれるようになった時点で，給付水準調整を終
了することを検討するとともに，給付と負担の在り方を検討して，その他
の措置を講じることになっている。
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3.4 有限均衡方式
平成１１(1999) 年までの財政再計算では，将来にわたる全ての期間を考
慮に入れて財政の均衡を考える方式（永久均衡方式）を採っていた。しか
し，永久均衡方式には，
（１） 予測が極めて困難な遠い将来まで考慮する必要がある，
（２） 巨額の積立金を保有すると言う問題がある，
と言う理由で，平成１６(2004) 年改正では一定の期間（財政均衡期間）を予
め設定し，財政均衡期間において年金財政の均衡を図る方式（有限均衡方
式）により財政運営を行うことに改められた。そして，財政均衡期間につ
いては，現在既に生まれている世代が年金の受給を終えるまでの概ね１００
年間とされた。
3.5 基礎年金国庫負担割合の引き上げ
基礎年金の国庫負担割合引き上げについても，平成１６(2004) 年度から
引き上げに着手して，平成２１(2009) 年度までに完全に２分の１へと引き
上げると言う道筋が法律に明記された。
しかし，必要な財源が確保されていないため，毎年度その捻出に苦労し
ている。平成２４(2012) 年度までは，所謂「霞が関の埋蔵金」を充ててき
たが，埋蔵金はフローではなくストックであり，ストックは使い続ければ
何時かはなくなるものである。実際，埋蔵金には限りがあり，そろそろ底
を突き始めている。
3.6 財政検証と財政再計算の違い
平成１６(2004) 年改正で取り入れられた「財政検証」は，それ以前の「財
政再計算」と，公的年金制度の将来にわたる収支見通しを作成すると言う
点においては共通しているが，その役割については大きな違いがある。
昭和２９(1954) 年改正により取り入れられ，平成１６(2004) 年度まで８回
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実施された財政再計算の主な目的は，将来の保険料（率）の水準を定める
ことである。つまり，人口推計や将来の経済の見通しの変化等を踏まえて，
現在の給付水準を維持すると仮定した場合には将来どの程度の水準の負担，
つまり保険料（率）が必要となるのかを５年に一度，算定することである。
その上で必要であれば，給付と負担との関係も見直される。実際，過去の
再計算においては，負担の水準のみならず，給付水準に関しても見直しが
行われてきた。
しかし，平成１６(2004) 年制度改正では，将来の保険料（率）の水準は
法律で定められたことから，財政検証の主な目的は，直近の社会・経済状
況を踏まえた収支見通しを作成することにより，マクロ経済スライドにつ
いて給付水準調整の終了年度を定める，もしくはその見通しを作成するこ
とに代わった。つまり，保険料水準を固定した上での給付の自動調整と言
う現行の公的年金制度が持つ収支均衡の仕組みの中で，将来の給付水準が
どの程度調整されていくのかと言う見通しを示すことが，その役割である。
従って，一定水準の給付費を維持したとしても収支が均衡することが見
通されるのであれば，その財政検証においては，「公的年金制度の仕組み
は現時点では適切に機能している」と判断され，特に給付と負担が見直さ
れることはない。しかし，５年後までに所得代替率を５０％未満に引き下
げなければならない状況になっている場合には，そのような公的年金制度
は「もはや適切に機能しているとは言えない状況にある」と判断し，給付
水準調整を終了するかどうか検討するとともに，その結果に基づいて調整
期間の終了その他の措置を講じることになる。またその際には，給付と負
担の在り方も併せて検討し，所要の措置を講じる。
このように，従来の財政再計算はこれから先の給付と負担の水準を見直
し，特に将来の保険料（率）水準をその都度設定していくものであったの
に対して，財政検証は平成１６(2004) 年改正で定められた負担の水準と給
付の調整の仕組みが適切に機能しているかどうかを定期的に点検すると言
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う役割の違いがある。
4. 平成１６(2004) 年制度改革の評価
本章では，各種前提を変更した場合のシミュレーション分析を通じて，
平成１６(2004) 年制度改革の給付抑制効果を検証した上で，２１００年度まで
の長期試算を用いて世代間格差に与える影響を分析する。
4.1 負担サイド
厚生年金の財政見通し（平成１７ (2005) 年度～平成１１２ (2100) 年度）は「平
成１６(2004) 年財政再計算」の第１－２－５表に，また国民年金のそれは同
第１－２－６表にまとめられているが，もう少し詳しく見てみよう。
ここで，保険料収入を，
(4.1) 保険料収入＝制度別の被保険者数×１人当たり保険料額
と分解すると，(4.1) 右辺の第１項の制度別の被保険者数（人数要因）は，
出生率が低水準で推移するために（少子化の影響），被保険者数は長期的に
減少し続けると見込まれる。被保険者数（厚生年金・共済年金・国民年金の
合計）の動向を見ると，昭和６１(1986) 年度の基礎年金制度の施行以前は
６，０００万人を下回る規模であったが，施行後は国民年金ではそれまで任意
加入対象者であった者等が強制適用されることになったと言う要因に加え
て，厚生年金では５人未満事業所への適用拡大等の要因があり，被保険者
数は増加し続けた（「平成１６(2004) 年財政再計算」第２－２－１表，第２－２－５
表，第２－２－６表参照）。２０－５９歳の国民は基礎年金の被保険者となる仕組
みのため，被保険者数は基本的には現役勤労世代の人口と連動する。近年
では，平成１１(1999)年度の７，０６２万人をピークに緩やかな減少傾向にあ
る。ただし，平成３７(2025)年度までを中期的に見ると，この期間は人口
減少が緩やかなため，被保険者数の減少スピードは比較的緩やかである。
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また，労働力率＝
労働力人口
生産年齢人口
や被用者年金被保険者比率
＝
被用者年金被保険者数
労働力人口
は平成３７(2025)年度まで上昇すると見込まれる
（「平成１６(2004) 年財政再計算」第４－６－５図参照）ために，被用者年金は減
少するものの，その減少は国民年金に比べて緩やかである（「平成１６(2004)
年財政再計算」第４－６－７表，第４－７－１表，第４－７－２表参照）。具体的には，
男子の場合には６０歳代前半，女子の場合には６５歳以上を除く全ての年齢
階級で，労働力率は平成３７(2025)年度まで上昇すると見込まれる上，男
女ともに概ね４５歳以上の被用者年金被保険者比率が上昇するので，厚生
年金の被保険者数は，過去と比べて各世代の中高年齢層の被保険者数の減
少が緩やかとなり，かつ中期的には被保険者数の減少が相当程度抑止され
ている傾向が見込まれる。
次に，(4.1) 右辺の第２項の１人当たり保険料（単価要因）の動向を確認
しよう。前述したように，平成１６(2004)年改正において保険料水準固定
方式が導入された。厚生年金保険料率は改正前の１３．５８％（労使折半）か
ら平成１６(2004)年０月以降毎年０．３５４ポイントずつ引き上げられ，平成
２９(2017) 年以降１８．３％（同）で固定されること，また国民年金保険料は
改正前の１３，３００円から平成１７(2005) 年度以降毎年２８０円（平成１６(2004)
年度価格）ずつ引き上げられ，平成２９(2017) 年度以降１６，９００円（同）で
固定されることが法律で定められた（図３－１参照）。
このように，国民年金の保険料は，免除者を除き，原則として一律に設
定されている。被用者年金のそれは，
(4.2) 被用者年金の保険料＝平均標準報酬額×保険料率
に設定されており，(4.2) 右辺の第２項の保険料率は上述のように固定さ
れている。第１項の平均標準報酬月額は『毎月勤労統計』における「決ま
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って支給する給与」の動きとほぼ連動している。バブル経済が崩壊した
１９９０年代後半以降は，賃金が伸び悩む経済状況が続いたことから，平均
標準報酬月額（新規裁定）は概ね横這いで推移してきた。ただし，被用者
年金は平成１５(2003) 年度以降，総報酬制へ移行して標準賞与額も算定対
象に加えられることになった。その結果として，平均標準報酬額は大幅に
上昇し，平成１６(2004) 年度は３９．６万円（男女平均）の水準にある。平成
１６(2004) 年財政再計算では，平均標準報酬額（名目）は賃金上昇率（平成
２１(2009) 年度以降，２．１％）の見通しに沿って，今後，緩やかに増加を続け
ると見込まれている。
保険料水準固定方式は，世代間格差の過度な拡大を回避すると言う視点
から一定の評価が出来るが，平成１６(2004) 年財政再計算における経済前
提等と実態との乖離が大きくなれば，保険料負担の更なる増加は避けられ
ない。今後，１人当たり保険料負担の更なる増加を回避するためには，（１）
経済が一定の水準以上で成長を続ける経済環境を維持する努力だけではな
く，（２）高齢者に就労継続を促すように，例えば在職老齢年金制度を変更
する等して，被保険者数（現役の勤労世代）を増加させる取り組みや，（３）
中高年層の女子の労働力率を更に高める政策を実施して，女子の被用者年
金への移行を促す努力が必要であり，不断の取り組みが求められる。
4.2 給付サイド
給付費を，
(4.3) 給付費＝制度別の受給者数×１人当たり給付額（報酬比例・定額部分）
に分けて考えよう。人数要因である (4.3) 右辺第１項の受給者数（高齢世
代）が増加する一方で，被保険者数（現役の勤労世代）は減少する人口構成
（「平成１６(2004) 年財政再計算」第２－２－１２表，第２－２－１３表，第２－２－１４表
参照）を考慮すれば，１人当たり給付費を抑制することは必要である。
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先ず，受給者数の見通しを制度別に見ると，厚生年金は平成１２(2000)
年度に約１，８００万人であったのが，「平成１６(2004)年財政再計算」では平
成１７(2005) 年度には２，３３０万人，平成３２(2020) 年度には３，２５０万人と増
加を続けた後，平成４７(2035) 年度までほぼ横這いで推移して，平成５７
(2045) 年度に３，５３０万人のピークに達し，その後は減少に転じると見込ま
れる（「平成１６(2004) 年財政再計算」第２－２－７表参照）。基礎年金もほぼ同様
の動きを示している（「平成１６(2004) 年財政再計算」第２－２－１０表参照）。
受給者１人を何人の被保険者で支えるかを示す被保険者比率
＝
被保険者数
老齢・通老相当受給者数
を見ると，被保険者数が減少に向かう中で受
給者数が増加する傾向が読み取れる（「平成１６(2004) 年財政再計算」第２－２
－１５表，第２－２－１６表参照）。厚生年金の被保険者比率は，平成２(1990) 年
度には４．０前後であったものの，その後は人口高齢化等の要因から低下を
続けており，平成１７(2005) 年度には１．７となり２．０を下回る。受給者数
がピークに達する平成５７(2045) 年度から平成１１２(2080) 年度までは，１．０
を下回る。なお，この比率が１．０未満になることは，受給者数（老齢・通
老相当）が被保険者数を上回る状況を意味し，この時期から財政収支が急
速に悪化する。ただし，平成２２(2010) －４２(2030) 年度までは１．３前後の
水準で横這いに推移し，被保険者比率の低下が止まる期間があることが注
目される。この期間は，被保険者数の減少が比較的緩やかであるとともに，
受給者数の増加も抑制される期間である。これは，人口規模の大きい団塊
ジュニア世代５）が，平成４２(2030) 年度までは現役世代（被保険者）として
保険料を負担して年金制度を支えるのに対して，平成４７(2035) 年度以降
は受給世代に移行して年金給付を受け取るようになると言う人口構成要因
によるものである。
５） 昭和４６(1971) －４９(1974) 年生まれの世代。第２次ベビーブーム世代とも
呼ばれ，毎年２００万人以上生まれた。
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一方，単価要因である (4.3) 右辺第２項の１人当たり給付額（報酬比例・
定額部分）は，加入期間（被保険者期間，保険料納付済期間等）や物価・賃金
上昇率，マクロ経済スライド調整，給付乗率（報酬比例部分）等により決
定される。
加入期間を年ベースに置き換えた平均加入年数（新規裁定時）は，厚生
年金と国民年金ともに，被保険者数の増加や年金制度の成熟化により概ね
延伸しており，平成１６(2004)年度に厚生年金（男子）は３５．８年，国民年
金（男子）は３４．１年である。また，厚生年金，国民年金ともに女子の延
伸幅が大きい点も注目される。厚生年金（女子）は社会進出の進展による
女性被保険者数の増加を背景に，平成２(1990) 年度の２１．８年から平成１６
(2004)年度には２６．８年まで大幅に延伸している。
平成１６(2004)年改革で導入されたマクロ経済スライド調整によって，
年金支給額は，新規裁定の場合は賃金上昇率とスライド調整率の差，既裁
定の場合は物価上昇率とスライド調整率の差を乗じて改定されることとな
り，給付費は抑制されることになった。つまり，物価や賃金の上昇は給付
単価を引き上げるものの，スライド調整率分だけ相殺されることになり，
年金給付額は生産性の上昇程は伸びないことになる。
ここで，スライド調整率は，
（１） 現役世代の減少に対応する公的年金全体の被保険者数の減少率（約
△０．６％），
（２） 受給期間の延伸に対応する平均余命の伸びを勘案した一定率（約△
０．３％）
から構成される。厚生労働省は，全期間平均で約△０．９％と言う調整率で
スライド調整を平成３５(2023) 年度まで行うことを見込んでいる。
ただし，被保険者数の減少率は年度毎に大幅に変動し，特に平成２２
(2010) －２７(2015) 年度にかけて大きく減少する。更に，被保険者数の減
少率は３年平均を用いる上，年金の改定を行う４月時点で確定している実
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表４－１：公的年金受給者１人当たり平均年金月額
２００９年 （単位：円）
老齢給付 通算老齢年金 障害年金 遺族給付 通算遺族年金
老齢年金 遺族年金
厚生年金保険
厚生年金基金代行分を除く
旧法厚生年金保険
厚生年金基金代行分を除く
新法厚生年金保険
（再掲）基礎年金
厚生年金基金代行分を除く
基礎あり
旧法船員保険
旧共済組合
旧法
新法
（再掲）基礎年金
基礎あり
１５６，６９２
１４７，９９７
１５２，８６５
１５０，６０８
１５６，３５３
４４，７８６
１４６，６２６
５９，３４７
２３９，６４９
１７１，６３０
２００，５４１
１４０，７３５
３２，６７７
６２，６２２
５６，０３８
５５，２７０
３２，９８７
３２，４５１
５８，８６７
４１，８４３
５８，０６５
５５，５６９
３１，２９５
２４，２６２
４０，２３６
２２，５１６
９９２
５６，１６５
１０５，７３３
１０５，７３３
９９，７０８
９９，７０８
１０６，６６６
４７８，７３９
１０６，６６６
７２，６１９
１７３，００３
１０２，３８５
１３５，３４２
７４，７５９
１７，２０３
７０，５９７
８８，６９１
８８，６９１
８７，３４７
８７，３４７
８８，１５５
１，８１９
８８，１５５
８４，７５４
１２９，７７７
１０２，４２１
１００，８４３
１０３，２１３
１００
８６，９９９
２１，９５４
２１，９５４
２２，００４
２２，００４
２１，３１７
２０，４５２
２０，４５２
国民年金
旧法拠出制
新法基礎年金
（再掲）基礎のみ
５４，３２０
４０，０１５
５５，６１５
５１，７５８
１８，３２１
１８，３２１
７４，０６０
７４，３９７
７４，０４１
７４，２９７
８１，２５４
３８，８６６
８９，５８１
８６，７９２
福祉年金 ３３，８１７
共済組合 １７１，０４７ ２６，９１２ １０８，１３７ １２１，９１２ ２６，０３８
注
１ 新法老齢厚生年金のうち，旧法の老齢年金に相当するものは「老齢年金」に，それ以外のも
のは「通算老齢年金」に計上している。新法退職共済年金についても同様。
２ 厚生年金保険に係る平均年金月額には，併給している基礎年金額（同一の年金種別）を含む
（ただし，旧農林共済組合に係る基礎年金額は含まない）。
３「基礎年金」は，同一の年金種別の基礎年金の平均年金月額である（ただし，旧農林共済組
合分に係る基礎年金額は含まない）。
４「基礎あり」は，新法厚生年金保険または旧共済組合の新法分を受給している者のうち，基
礎年金（同一の年金種別）を併給している者における基礎年金の平均年金月額である（ただ
し，旧農林共済組合分に係る基礎年金額は含まない）。
５「基礎のみ」は，同一の年金種別の厚生年金保険（旧共済組合を除く）の受給権を持たない
基礎年金受給者の平均年金月額である。
６ 共済組合の平均年金月額には，併給している基礎年金額を含まない。
７ 共済組合の平均年金月額には，職域加算部分を含む。
８ 寡婦年金については，新法においても存続しているが，第１号被保険者であった夫の妻に対
してのみ適用され，基礎年金一律の給付でないため，新法分も便宜上旧法拠出制に計上して
いる。
出典：平成２１年度 厚生年金保険・国民年金事業年報（厚生労働省 ２０１１年９月）
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績値は前々年度のものであるため，適用時期にズレが生じる。つまり，
（１） 平成１９(2007) 年度以降に本格化する団塊世代６）の大量退職，
（２） 当該世代の就労継続による被保険者期間の延伸，
等の影響は，後年度の被保険者数の減少率要因に反映されることになる。
以上をまとめると，厚生年金受給者の平均年金月額（老齢年金）は，加
入期間（被保険者期間）の延伸や賃金上昇による平均標準報酬月額の増加
等を背景に，平成２(1990) 年度末の約１４．２万円から平成１６(2004) 年度末
には約１６．８万円まで増加している。また，国民年金受給者の平均年金月
額（老齢年金）も同様に，加入期間（保険料納付済期間等）の延伸や物価上
昇を背景に，平成２(1990) 年度末の約３．２万円から平成１６(2004) 年度末
には約５．３万円まで増加している。ただし，平成１２(2000) 年度以降は物
価下落局面が続き自動物価スライドの凍結の措置が講じられた要因等から，
受給者全体で見た平均年金月額は，ほぼ横這いで推移している。
4.3 積立金
厚生年金の収支（交付金等を含む）を取り上げよう（「平成１６(2004) 年財政
再計算」第４－９－４表，第４－９－５表，第４－９－６表参照）。受給者数が増加し
たため，保険給付費や基礎年金拠出金等が膨らみ，支出合計は平成２(1990)
年度の１９．４兆円から平成１６(2004) 年度には３２．６兆円まで増加している。
他方，収入合計（保険料収入や国庫負担，運用益等の和）も同様に，平成２(1990)
年度の２６．１兆円から平成１６(2004) 年度には３２．８兆円まで増加している。
収支差（＝収入－支出）は，平成２(1990) 年代半ばまでは毎年度，約７兆
円の収入超過で推移していたが，超過は近年ほぼ０まで縮小している。今
後は，平成２２(2010) －５７(2045) 年度までは収入超過で推移した後，平成
６２(2050) 年度に支出超過に転じ，以後，積立金の取崩しが続くと見込ま
６） 昭和２２(1947) －２４(1949) 年生まれの世代。第１次ベビーブーム世代とも
呼ばれ，毎年２５０万人以上生まれた。３年間の出生数の合計は約８０６万人。
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れる。
また，国民年金の収支（交付金等を含む）の見通しも，厚生年金とほぼ同
様の動きをしており，平成６７(2055) 年度まで収入超過で推移した後，平
成７２(2060) 年度から支出超過に転じて，積立金の取崩しが始まる見込み
である。
上述のように，
（１） マクロ経済スライド調整による給付抑制，
（２） 保険料率（額）の引き上げ，
（３） 基礎年金国庫負担割合の引き上げ（平成２１(2009) 年度までに３分の１
から２分の１へ）
等の制度変更要因に加えて，
（４） 受給者数と被保険者数の動態
等の人口構成要因のために，収支は中期的には収入超過を維持する。ただ
し，制度の持続可能性と収入項目の１つである積立金からの運用益に配慮
すれば，名目値ベースで積立金が取り崩し局面に転じる平成６２(2050) 年
度（実質値ベースでは平成５２(2040) 年度）前後には，更なる収支改善措置を
講じる必要があろう。
4.4 平成１６(2004) 年改革のシミュレーション分析
本節では，平成１６(2004) 年改革の効果を明らかにするために，以下の
想定を行い，５年刻みでシミュレーション分析を行う。ただし，ケース（１）
は平成１６(2004) 年改革を実施する基本ケースである。
（１）改革ケース（「平成１６(2004) 年財政再計算」の経済前提を想定）
（２）改革なしケース（マクロ経済スライドによる給付調整を行わない）
（３）経済前提変更ケース（「平成１８(2006) 年５月推計」の経済前提を想定）
（４）給付乗率の調整ケース
（５）給付乗率の調整とスライド調整期間の延長ケース
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4.4.1 マクロ経済スライド調整
受給者数の増加，賃金・物価の上昇，平均加入年数の延伸の要因がある
と，年金給付費は増加する。先ず，（１）改革ケースと（２）改革なしケース
表４－２：経済前提の相違
物価上昇率 （単位：％）
平成１７年
(2005)
１８年
(2006)
１９年
(2007)
２０年
(2008)
２１年
(2009)
２２年
(2010)
２３年
(2011)
２４年以降
(2012)
平成１６年財政再計算 ０．５ １．２ １．５ １．９ １．０ １．０ １．０ １．０
社会保障の給付と負
担の見通し
― ０．５ １．１ １．６ １．９ ２．１ ２．２ １．０
暫定試算
（平成１９年２月）
― ０．３ ０．５ １．２ １．７ １．９ １．９ １．０
賃金上昇率 （単位：％）
平成１７年
(2005)
１８年
(2006)
１９年
(2007)
２０年
(2008)
２１年
(2009)
２２年
(2010)
２３年
(2011)
２４年以降
(2012)
平成１６年財政再計算 １．３ ２．０ ２．３ ２．７ ２．１ ２．１ ２．１ ２．１
社会保障の給付と負
担の見通し
― ２．０ ２．７ ３．１ ３．４ ３．２ ３．２ ２．１
暫定試算
（平成１９年２月）
― ０．０ ２．５ ３．０ ３．５ ３．８ ４．１ ２．５
運用利回り （単位：％）
平成１７年
(2005)
１８年
(2006)
１９年
(2007)
２０年
(2008)
２１年
(2009)
２２年
(2010)
２３年
(2011)
２４年以降
(2012)
平成１６年財政再計算 １．６ ２．３ ２．６ ３．０ ３．２ ３．２ ３．２ ３．２
社会保障の給付と負
担の見通し
― １．９ ２．６ ３．１ ３．５ ３．９ ４．１ ３．２
暫定試算
（平成１９年２月）
― １．７ ２．４ ３．０ ３．７ ４．１ ４．４ ４．１
注
『平成１６年財政再計算』(2004) は，「基準ケース」
『社会保障の給付と負担の見通し（平成１８年５月推計）』(2006) は，「並の経済成長を想定した A
ケース」
『人口の変化等を踏まえた年金財政への影響（暫定試算，平成１９年２月）』(2007) は，「基本ケース」
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を比較すると，給付費は，（１）改革ケースでは平成２３(2011) 年度に５３．７
兆円，平成２７(2015) 年度に５７．５兆円，平成３７(2025) 年度には６２．２兆円
になるのに対して，（２）改革なしケースでは，平成３７(2025) 年度には７２．９
兆円に達する。すなわち，改革の有無により平成３７(2025) 年度時点で１０．７
兆円の差が出ることになり，厚生労働省「平成１８(2006) 年５月推計」と
概ね同様の変化を示す。
ただし，本試算の（１）改革ケースを「平成１８(2006) 年５月推計」の「改
革反映ケース」と比べると，平成３７(2025) 年度時点で約３兆円の差があ
ることが注意される。これは，「平成１８(2006) 年５月推計」の「改革反映
ケース」よりも，本試算の依拠する「平成１６(2004) 年財政再計算」の経
済前提が，物価・賃金上昇率等を低く想定していることによる。この点に
関して，「平成１６(2004) 年財政再計算」（（１）改革ケース）の経済前提を「平
成１８(2006) 年５月推計」に置き換えた（３）経済前提変更ケースの結果は，
厚生労働省の「改革反映ケース」における見通しとほぼ同一の動きを示す
ことが確認される。
以上をまとめると，「平成１６(2004) 年財政再計算」の経済前提を受け入
れると，マクロ経済スライド調整による給付費抑制効果は，約１０．７兆円
（（１）改革ケースと（２）改革なしケースの年金給付費の差，平成３７(2025) 年度時点）
になる。マクロ経済スライドによる給付単価引下げは，改革前後で１割を
上回る給付費削減効果（平成３７(2025) 年度時点）を持つことになり，受給
者数の増加による給付増大圧力を緩和していると評価される。
4.4.2 給付乗率の調整とスライド調整期間の延長
給付額は，加入期間（被保険者期間，保険料納付済期間等），物価・賃金上
昇率，マクロ経済スライド調整，給付乗率（報酬比例部分）等に応じて決
定される。加入期間は調整可能な政策変数とは見做せないので，ここでは
ケース（４）として給付乗率を調整する場合と，ケース（５）としてマクロ経
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済スライド調整期間を延長する場合の給付抑制効果を検討する。
給付乗率とは，給付額（報酬比例部分）を算出する際に加入期間ととも
に平均標準報酬額に乗じるものであり，生年別に定められている。
(4.4) 給付額（報酬比例部分）＝平均標準報酬額×加入期間×給付乗率
現行の給付乗率（平成１５(2003) 年度の総報酬制導入後のベースの乗率）は，昭
和２１(1946) 年生まれ以降の加入者については１，０００分の５．４８１で一定で
あると定められている。しかし，平成１１(1999) 年の制度改正で，給付水
準適正化の方針に基づいて給付乗率を５．０％引き下げたこともあるので，
給付乗率は政策判断で変更可能なパラメーターと考えられる。つまり，今
後，給付費を更に抑制しなければならない場合には，給付乗率の引き下げ
も選択肢の１つになり得る。
ここでは，（４）給付乗率調整ケースとして，昭和３０(1955) 年生まれ以降
の世代について生年別給付乗率を，現行の１，０００分の５．４８１（総報酬ベー
ス）から１，０００分の約４．９（同）の水準まで生年別に段階的に約１０．６％引
き下げる場合を検討する。ただし，給付乗率引き下げによる給付費抑制効
果が生じるのは後年度になる。これは，（１）給付乗率低下の影響を受ける
世代が新規裁定を受ける年齢に達するまでタイムラグがある上に，（２）特
別支給の年金の支給開始年齢（報酬比例部分）の段階的引き上げの影響も
あるためである。結果としては，（４）給付乗率低下ケースでは，平成３７
(2025) 年度までは（１）改革ケースと大差ないものの，平成４７(2035) 年度
には給付を２．５兆円（給付費の約３％）抑制されることが分かる。
次に，ケース（５）としてマクロ経済スライド調整の終了を平成４７(2035)
年度まで延長する場合を取り上げる。マクロ経済スライド調整を平成３５
(2023) 年度に終了すると想定している（１）改革ケースと比べると，平成
４７(2035) 年度時点の給付費は７．２兆円（約９％）が抑制されることが分か
る。
公的年金の現行制度と評価
― ―２５
以上の結果を評価する際には，一定の保留条件がつくが，本試算におけ
る前提条件の下では，（５）マクロ経済スライド調整の延長ケースが最大の
抑制効果を持つと結論出来る。なお，これらシミュレーションでは所得代
替率の変化を考慮していない。そのため，給付費の減少が所得代替率の低
下を招き，下限とされる５０％を下回る場合も考えられる。しかし，第６
章で指摘するように，世代間格差がある現状や後年世代の過度の負担増を
回避することを重視するなら，給付費の抑制を図るための所得代替率の下
限を再考することも１つの選択肢になる。
4.4.3 保険料率（額）の引き上げ
増大する給付費を賄うためには，保険料収入を増加することも避けられ
ない。とりわけ被保険者が減少する中では，１人当たり保険料負担の増加
が求められる。本小節では，被保険者数や平均標準報酬額の動向の他，保
険料率（額）の引き上げを織り込み，保険料収入を試算する。
厚生労働省の「平成１８(2006) 年５月推計」の「改革反映ケース」にお
ける年金保険料負担は，平成１８(2006) 年度の３１兆円（予算ベース）から
始まり，平成２３(2011) 年度に３７兆円，平成２７(2015) 年度に４３兆円にま
で達する。「平成１８(2006) 年５月推計」は平成２７(2015) 年度までの数値
しか公表されていないために，比較可能な期間が制約されるものの，（１）
改革ケースを比較すると，両者はほぼ同一の動きを示しており，本分析の
結果を裏付ける。
次に，保険料負担を引き上げない（２）改革なしケースは，（１）改革ケー
スと大きく異なることが注目される。具体的には，（２）改革なしケースで
は，
（１） 厚生年金保険料率は総報酬ベースで１３．５８％（労使折半）で固定され
ること，
（２） 国民年金保険料は平成１６(2004) 年度価格で実質価値が一定で推移す
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ること
を想定している。ここでは，被保険者数や賃金上昇率に沿って増加する平
均標準報酬額，経済前提等の条件を揃えた上で（１）改革ケースと（２）改革
なしケースを比較して，両者の差を算出することにより，保険料負担の引
き上げの影響のみを抽出すると，両者の差は平成２７(2015) 年度に７．６兆
円に達した後，緩やかに拡大を続ける。この結果が示すように，保険料負
担の引き上げの影響は相当程度大きい。
4.4.4 収支差への影響
本小節では，平成１６(2004) 年改革におけるマクロ経済スライド調整と
保険料負担の引き上げが，どの程度の収支改善効果を持つかを確認するた
めに，保険料負担と給付費の差（収支差と呼ぶ）を取り上げる。
(4.5) 収支差＝保険料負担－給付費
(4.5) の収入には，加入者の支払う保険料だけを含み，税財源等を原資と
する国庫負担や積立金からの運用益を含まないので，このように定義され
る収支差 (4.5) は，家計と年金財政の間の狭義の所得移転に注目する指標
である。つまり，この収支差 (4.5) は，国庫負担割合の引き上げや利回り
の上昇による運用益の増加等の外部要因に依存せずに，加入者の支払う保
険料だけで給付をどの程度賄うことが出来るかを示している。
（１）改革ケースでは，給付抑制と保険料負担の増加により，収支差は平
成１８(2006) 年度の△１６．４兆円から平成３７(2025) 年度には△１１．０兆円ま
で緩やかに縮小する。一方，（２）改革なしケースでは，上記２施策が講じ
られないため，収支差は平成３７(2025) 年度には△３１．７兆円まで拡大する。
両者の差は△２０．７兆円（うち給付削減額△１０．６兆円，負担増加額△１０．１兆円）
に達することになり，この差を埋めるためには追加の国庫負担や積立金の
取り崩しを強いられることになる。以上の点から，平成１６(2004) 年改革
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は，年金財政の持続可能性の確保に相当程度寄与したと評価できる。
しかし，マクロ経済スライド調整による調整が終了した後には，収支差
の赤字幅が再び拡大する。仮に平成６２(2050) 年度以降に始まる年金財政
全体で見た収支の悪化を止めることを第一に考えるならば，有限均衡方式
の下での積立金の規模や非負性，所得代替率が５０％を下回ることのない
ように配慮する必要があるものの，更なる給付抑制策を講じる必要がある。
上で確認した各ケースの給付費抑制効果を収支差で見ると，（５）マクロ
経済スライド調整延長ケースでは，給付費の増大圧力が大きく緩和される
ことが確認される。よって，更なる収支改善を求めて，追加の給付費抑制
策を講じる必要がある場合には，（５）マクロ経済スライド延長ケースが最
も有効であると結論される。
4.4.5 拡大する世代間格差
最後に，平成１６(2004) 年改革後と改革前（平成１１(1999) 年改革）の生涯
受益率を比較して，平成１６(2004) 年改革が世代間格差をどの程度縮小し
たかを検討する。
「改革前ケース」と「改革後ケース」を比較すると，生涯受益率の低下
とともに生涯負担率の低下も見られる。また，負担超過に転じる世代が「改
革前ケース」では昭和４０(1965) 年生まれであるのに対して，「改革後ケー
ス」では昭和３５(1960) 年生まれへ年齢階級分（５歳刻み）が１つ移動する。
これは，高齢世代の生涯純受益率（＝生涯受益率－生涯負担率）が低下した
ことを示す。昭和５５(1980) 年生まれ以前の世代では生涯純受益が低下（生
涯純負担が増加）するのに対して，昭和６０(1985) 年生まれ以降の世代では
生涯純負担が低下していることが確認される（平成１２(2000) 年生まれの世
代では生涯純負担率は約０．８ポイント低下）。これは，
（１） 時限措置としてのマクロ経済スライド調整による受益額の抑制，
（２） 保険料水準固定方式の導入による後年世代の負担額の抑制，
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が両建てで行われたことによる。以上の分析から，平成１６(2004) 年改革
は世代間格差の縮小に寄与したと評価される。
しかし，昭和１５(1940) 年生まれと平成１２(2000) 年生まれの世代の生涯
純受益の差は，「改革前ケース」が約２１．７ポイントであるのに対して，「改
革後ケース」では約１９．３ポイントと約２．４ポイントの縮小に寄与したに
過ぎない。すなわち，平成１６(2004) 年改革による世代間格差の縮小効果
は僅かであり，依然として生涯純受益の格差は大きい。
5. まとめ
本稿では，平成１６(2004) 年改革の内容を紹介した後，主要な基礎変数
や財政収支の変化を調べて，給付費と保険料負担の試算を行い，本改革が
年金財政に与える影響を検討した。マクロ経済スライド調整による給付抑
制と保険料負担の引き上げによる収支改善効果は，平成３７(2025) 年度時
点で２０兆円を上回ることを確認した。更に，将来の財政収支の悪化によ
り追加的な給付抑制策を講じる場合には，マクロ経済スライド調整の延長
により，収支差の悪化を相当程度回避出来ることも明らかにした。ただし，
追加的な改革を実施すれば，年金財政の持続可能性を高めることは出来る
ものの，給付抑制策を講じる場合には，有限均衡方式下での積立金の規模
や所得代替率の動きに十分留意する必要がある。
さらに，長期試算に基づくコーホート分析を用いて年金財政の世代間格
差を試算し，格差の現状と平成１６(2004) 年改革の影響を検証した。先行
研究では，生涯負担額として，（１）厚生労働省のように本人の保険料負担
のみに限定した狭義の負担と，（２）本人，事業主（雇い主）両方の保険料負
担，更に（３）（２）に加えて公費負担を含む広義の負担の３通りの概念が用
いられている。しかし，（１）狭義の負担で捉えた場合には，世代間格差へ
の評価を見誤る可能性がある。それに対して，（３）の公費負担を含む保険
料負担（事業主負担分を含む）概念は，制度を維持するために必要な費用を
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全て捕捉しているので，本稿では制度全体での世代間格差を捉える観点か
ら，（３）の定義を利用する。この場合には，後年世代は負担超過となるこ
とが示される。ただし，平成１６(2004) 年改革で導入された時限措置とし
ての受益額の抑制と保険料水準固定方式は，後年世代の生涯負担を軽減し，
世代間格差の縮小に僅かではあるが寄与している。
年金財政の制度設計においては，年金制度の持続可能性を確保するとと
もに，後年世代への過度な負担の転嫁を回避することが求められる。世代
間格差の現状を考えると，人口や経済の諸前提の変化により制度変更が余
儀なくされる際には，負担の増加ではなく給付の抑制によって長期的な収
支均衡を図ることが望ましい。その際には，ここで行ったようなシミュレ
ーションを通じて，給付費抑制の選択肢とその効果を検証することが求め
られる。
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